
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

   

一般社団法人 JA共済総合研究所 
（https://www.jkri.or.jp/）

 

 

経済・金融 

 16 
共済総研レポート №177（2021.10） 

 

１．足踏み続く国内景気 

国内景気は昨年末まで持ち直しの動きが続

いてきたが、今年に入り夏場まで足踏みが続

いている。新型コロナウイルス新規感染者数

の急増とこれを受けた緊急事態宣言再発出が

個人消費の重石になった。今年４～６月期の

実質GDP統計（９月８日公表、２次速報）に

ついてみると、前期比伸び率は＋0.5％（年率

換算で＋1.9％）と今年１～３月期が前期比

1.1％のマイナス成長に陥っていたことから

すれば低い伸びにとどまった（図表１）。 

需要項目別内訳をみると、個人消費が同＋

0.9％、民間住宅投資が同＋2.1％、民間企業

設備投資も同＋2.3％と民間の内需項目が増

加した。公的需要については、政府消費が同＋

1.3％、公共投資は同－1.7％となった。外需に

ついては、輸出が同＋2.8％、輸入が同＋5.0％

となり、純輸出の寄与度は－0.4％と成長率押

し下げ要因になった。なお、８月公表の１次

速報と比較すると、0.2％ポイントの上方改定

となっているが、これには個人消費、民間企

業設備投資、政府消費の上方改定が寄与した。 

この間の企業の生産活動を鉱工業生産統

計で振り返ると、直近７月分（確報、９月14

日公表）は輸送機械などの減少が響いて前月

比1.5％減となったものの、４～６月期の鉱工  

最近の国内景気情勢 

―実質GDP成長率は21年度＋2.9％、22年度＋1.9％の見通し― 

主席研究員 木下 茂 

 

１．足踏み続く国内景気 

２．実質GDP成長率は21年度＋2.9％、22

年度＋1.9％の見通し 

３．緊急事態宣言が消費の下押しに 

４．設備投資は持ち直しが続く 

５．公共投資は景気の下支えに 

６．輸出は増加が続く 

７．インフレ率は緩やかながら上向き推移 

 

目 次

（図表１）実質GDPの推移 

 

 

 

 

 

（注１）民間在庫変動、純輸出は寄与度 
（注２）内閣府のデータより作成 

（前期比、％）

2020年 2021年

（２次速報） （１次速報）

実質GDP 5.4 2.8 -1.1 0.5 0.3

[年率換算] [23.2] [11.9] [-4.2] [1.9] [1.3]

民 間 最終 消費 5.3 2.3 -1.3 0.9 0.8

民 間 住 宅 -5.7 0.0 1.0 2.1 2.1

民 間 企業 設備 -2.1 4.3 -1.3 2.3 1.7

民 間 在庫 変動 (-0.2) (-0.5) (0.4) (-0.3) (-0.2)

政 府 最終 消費 2.8 1.9 -1.7 1.3 0.5

公 共 投 資 0.6 0.9 -1.1 -1.7 -1.5

純 輸 出 (2.8) (1.1) (-0.3) (-0.4) (-0.4)

輸 出 7.3 11.7 2.4 2.8 2.9

輸 入 -8.2 4.8 4.0 5.0 5.1

4～6月
7～9月 10～12月 1～3月

（図表２）鉱工業生産、出荷の推移（季調値） 

 

 

 

 

 

（注１）生産の直近２か月分は予測指数で延長 
（注２）今回の景気後退期の終了は正式認定されていない

が、本図では便宜的に鉱工業生産がボトムをつけ
た2020年５月として表示 

（注３）経済産業省のデータより作成 
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業生産は前期比1.2％増となっており、４四半

期連続の上昇であった。また、今後の企業の

生産計画について予測指数の動きをみると、

８月は同3.4％増、９月も同1.0％増となって

おり、単純計算では７～９月期は前期比3.0％

増と増産になる見込みである（図表２）。ただ、

半導体不足が各産業のボトルネックになる可

能性もあり、この点留意が必要だろう。 

こうした中、政府は医療提供体制逼迫、新

規感染者数の増加を受け、８・９月に緊急事

態宣言及びまん延防止等重点措置の適用地域

の拡大、期間の延長を実施している。本稿執筆

時点では緊急事態宣言適用地域は19都道府県、

まん延防止等重点措置の適用地域は８県とな

っており、期限は９月30日とされている（図

表３）。直近では新規感染者数が減少傾向とな

っているものの（図表４）、医療提供体制につ

いては厳しい状況が続いている。 

 

２．実質GDP成長率は21年度＋2.9％、

22年度＋1.9％の見通し 

今後の景気推移について展望するにあた

り目先のポイントとなるのは、現在発出され

ている４回目の緊急事態宣言の影響であろ

う。今回の緊急事態宣言の消費への下押し圧

力は昨年の１回目ほどには大きくないもの

の、対象地域が広がっていること、宣言期間

も長引いていることから、ここでは、景気に

対して一定の下押し圧力になるとみておく。

このため、目先は個人消費が冴えない展開と

なることから、今年７～９月期も低成長とな

ることが予想される。もっとも、年度後半に

入れば、企業収益の改善を受けた設備投資の

増加と世界経済の回復を背景とした輸出の持

ち直しが支えとなり、成長率は徐々に持ち直

していくと予想している。 

来年度に入ると、ワクチン接種の進捗に伴

う人々の不安感払拭と雇用情勢の改善を背景

に個人消費も持ち直してくるものと見込まれ

る。ただ、このところのデルタ株拡大もリス

ク要因となることから、今回の緊急事態宣言

終了後も新規感染者数再増加→行動規制とい

ったサイクルが繰り返される可能性はある。

（図表３）緊急事態宣言、まん延防止等重点

措置の実施地域（本稿執筆時点）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）政府発表資料より作成 

（図表４）国内各地の新規感染者数 

 

 

 

 

 

（注１）人口10万人当たり、７日間合計 
（注２）NHKウェブサイト、総務省のデータより作成 
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こうした状況を家計・企業などがあらかじめ

見越しているとすれば支出行動も抑制的とな

り、結果的に景気の持ち直しを緩やかなもの

とする要因となる。この点から、今後の景気

回復ペースについては慎重にみておくべきだ

ろう。実質GDP成長率については今年度が20

年度の落ち込みの反動もあり＋2.9％となっ

た後、来年度は＋1.9％になるものと予測する

（図表５）。 

なお、目先のリスク要因としては、自動車

産業における減産の行方があげられよう。東

南アジアにおける新型コロナウイルス感染症

拡大により部品供給が滞っていることから、

国内自動車各社はこのところ減産を強いられ

ている。例えばトヨタ自動車の場合、国内生

産については９月は計画比17万台、10月は同

15万台の減産になるという（同社プレスリリ

ース等による）。これは2020年の国内自動車生

産台数の約４％に相当する規模である。自動

車各社は年度後半にかけて直近の減産分を挽

回していく意向のようであるが、半導体部品

調達にも困難さがあることを考えるとこの点

慎重にみておくべきだろう。また、こうした

生産の停滞は販売にも影響しよう。既に販売

現場では人気車種の納期遅れが起きているよ

うであるが、販売台数の減少が個人消費全体

の下押しにつながる可能性にも注意が必要だ

ろう。 

 

３．緊急事態宣言が消費の下押しに 

今年４～６月期の個人消費は前期比0.9％

増となった。前期が同1.3％減となっていたこ

とからすれば、反発力は弱いといえよう。財

別の内訳をみると（図表６）、耐久財が前期比

0.9％増、非耐久財が同0.5％減となるなど、

昨年後半伸びを高めていた財消費の増加が頭

打ちとなるなかで、サービス消費が同1.6％増  

（図表５）日本経済見通し総括表 

 

 

 

 

 

（注１）失業率は％、住宅着工は万戸、経常収支は
兆円、為替レートは円／ドル、原油価格は
ドル／バレル、その他は前年比％で表示

（注２）米国、ユーロ圏、中国のGDPは暦年 
（注３）INDB、リフィニティブ、その他各種資料

より作成 

20年度

（実績）

21年度

（予測）

22年度

（予測）

-4.4 2.9 1.9

個 人 消 費 -5.8 2.3 2.7

住 宅 投 資 -7.2 2.5 -1.0

設 備 投 資 -6.8 3.1 0.9

政 府 消 費 3.4 3.3 1.7

公 共 投 資 4.2 0.3 1.7

輸 出 -10.4 15.1 5.5

輸 入 -6.8 11.5 6.6

-3.9 2.4 2.4

0.6 -0.9 0.4

-0.4 0.0 0.3

-1.4 5.0 1.3

-2.0 1.3 2.1

-9.5 9.6 2.9

2.9 2.9 2.7

81.2 86.8 85.8

18.2 21.8 22.3

-3.4 6.1 4.0

-6.5 4.8 3.3

2.3 8.0 6.0

106 109 105

43 72 73

名 目 雇 用 者 報 酬

実 質 Ｇ Ｄ Ｐ

名 目 Ｇ Ｄ Ｐ

Ｇ Ｄ Ｐ デ フ レ ー タ ー

生 鮮 除 く 消 費 者 物 価

国 内 企 業 物 価

中 国 Ｇ Ｄ Ｐ

対 ド ル 為 替 レ ー ト

原 油 輸 入 価 格

鉱 工 業 生 産

完 全 失 業 率

新 設 住 宅 着 工 戸 数

経 常 収 支

米 国 Ｇ Ｄ Ｐ

ユ ー ロ 圏 Ｇ Ｄ Ｐ

（図表７）消費指標の推移（季調値） 

 

 

 

 

（注）日本銀行、経産省、総務省のデータより作成
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（図表６）形態別消費の推移 

 

 

 

 

 

（注）内閣府のデータより作成 

（前期比、％）

2020年 2021年

実質ベース

耐 久 財 -6.4 6.3 8.8 -1.3 0.9

半 耐 久 財 -0.7 -1.1 -0.1 -2.4 1.9

非 耐 久 財 -3.6 2.3 -0.6 1.4 -0.5

サ ー ビ ス -12.5 7.5 3.0 -2.6 1.6

名目ベース

耐 久 財 -6.3 7.4 9.6 -2.8 0.7

半 耐 久 財 -0.8 -0.9 -0.3 -2.1 1.7

非 耐 久 財 -4.3 2.4 -1.5 2.0 1.2

サ ー ビ ス -12.7 7.0 2.5 -2.0 -0.6

4～6月 7～9月 10～12月 1～3月 4～6月
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加した点が目を引く（以上、実質ベース）。も

っとも、名目ベースの数値をみると、サービ

スは前期比で減少していることがわかる。名

目で減少しているにもかかわらず、実質で増

加となっているのは、サービス消費デフレー

ターが下落しているからであるが、これは、

今年春に大手通信キャリアが実施した低価格

料金プランの導入が背景となっている。消費

者が直面しているのはあくまで名目の支出金

額であることを考えると、足元の消費の基調

は決して強くないとみておくべきだろう。 

ここで、月次統計により月ごとの消費の動

きをみると（図表７）、年明け以降、緊急事態

宣言の発出や解除の影響を受けて消費支出が

上下動していることがわかる。掲載データの

直近値は７月分であるが、８月以降について

は宣言適用地域の拡大や期間の延長を受けて

低迷しているものとみられる。 

差し当たりのポイントは７月に発出され

た４回目の緊急事態宣言の影響がどの程度の

ものになるかである。今年春の３回目と比較

して今回の緊急事態宣言及びまん延防止等重

点措置の適用地域は多く、期間も長くなって

いることから、ここでは個人消費に対する下

押し圧力は４～６月期の0.8兆円（推定、図表

８）よりも大きく、1.2兆円程度になるものと

見積もった。実際、消費との連動性が強い小

売・娯楽施設へのこのところの人出の状況を

みると（図表９）、８・９月は減少しており、

夏場の消費活動が抑制されているものと推測

される。以上の状況を勘案し、７～９月期の

民間最終消費は前期比で小幅な減少となり、

GDP全体も低い伸びにとどまると予想して

いる。 

その後についても、昨年の企業収益悪化を

反映して夏季賞与も減少したとみられるこ

と、雇用情勢も不芳な状態が続くこと、など
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（図表10）設備投資とキャッシュフローの推移（前

年比） 

 

 

 

 

 

 

（注１）キャッシュフロー＝経常利益／２＋減価償却費
（注２）財務省のデータより作成 

（図表９）小売・娯楽施設への人出の状況 

 

 

 

 

 

（注１）2020年１～２月の中央値対比。７日移動平均 
（注２）グーグル「コミュニティ モビリティ レポート」

より作成 

（図表８）消費総合指数の推移（季調値） 

 

 

 

 

 

（注１）2015年基準実質金額換算ベース 
（注２）内閣府のデータより作成 
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から消費は弱めの動きとなるとみられるが、

来年度に入ればワクチン接種の進捗による

人々の不安感払拭、企業収益の改善を背景と

した雇用情勢の緩やかな好転などを受けて

徐々に持ち直していくものと予想する。 

 

４．設備投資は持ち直しが続く 

今年４～６月期の実質民間設備投資は前

期比2.3％増と前期の同1.3％減から増加に転

じた。同じ期の法人企業統計（９月１日公表）

で業種別の設備投資の動きをみると、製造業

は前期比3.9％増、非製造業は同2.8％増、全

産業でも同3.2％増となった。この間、企業収

益は昨年の年央以降大きく改善しており（図

表10）、これが企業の設備投資に好影響を与え

ているとみられる。 

また、直近の「法人企業景気予測調査」（内

閣府・財務省）によれば、企業の2021年度設

備投資計画は前年度比プラスとなっているほ

か（図表11）、機械受注など先行指標も持ち直

しの動きとなっている（図表12）。 

今後については、現状厳しい状況に置かれ

ている非製造業の対面サービス関連業種など

に弱さは残るものの、世界経済の持ち直しの

動きを反映して、製造業中心に設備投資は回

復が続くと予想される。５Ｇ対応やＤＸ、脱

炭素関連の投資需要も支えとなろう。 

 

５．公共投資は景気の下支えに 

今年４～６月期の実質公共投資は前期比

1.7％減と前期に続いて２四半期連続の減少

となった。もっとも、月次の関連指標をみると、

請負金額については上向きの動きが続いてい

るとみられる（図表13）。今後についても、防

災・減災のための「国土強靱化」につき2021

年度からの新しい５か年計画（事業規模15兆

円程度）が昨年12月に閣議決定されており、

（図表13）公共工事関連指標の推移（季調済年率）

 

 

 

 

 

（注）国土交通省、東日本建設業保証株式会社のデータよ
り作成 

（図表11）企業の設備投資計画（８月調査） 

 

 

 

 

（注１）2020年度の数値は２月調査における見
込み値 

（注２）内閣府・財務省「法人企業景気予測調
査」のデータより作成 

（図表12）設備投資先行指標の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注１）季調済年率、３か月移動平均 
（注２）内閣府、国土交通省のデータより作成 

（前年度比、％）

（前回調査）

全産業 -9.2 6.6 (7.4)

　製造業 -9.1 10.6 (10.7)

　非製造業 -9.2 4.7 (5.8)
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工事費予定額）（右軸）
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当面公共投資は景気の下支え要因となろう。 

 

６．輸出は増加が続く 

今年４～６月期の実質輸出は前期比2.8％

増と前期の同2.4％増に続き堅調な伸びと

なった。最近の輸出動向を月次統計でみると

（図表14、15）、地域別には中国向けに頭打ち

の兆しが出ている一方で、その他のアジア地

域向けは増加基調を維持しているとみられ

る。また、財別にみると情報関連、資本財が

堅調に増加している。 

ここで、世界経済の動向について改めて確

認しておこう。まず、世界の製造業の景況感

指標をみると、年明け以降大きく持ち直した

後、直近では新興国中心に頭打ちの動きとな

っている（図表16）。また、実際の貿易・生産

活動も春にかけてコロナ前の水準を上回った

ものの、その後は夏場にかけて横ばい気味の

動きとなっている（図表17）。昨年後半からい

わゆる「巣ごもり需要」の拡大を背景に、世

界的に財の貿易取引・生産活動が活発化して

きたとみられるが、ここにきてはそうした動

きも一服しているということだろう。 

次に、主要国経済の動向についてみると、

米国経済は今年３月上旬に成立した1.9兆ド

ル規模の経済対策（「米国救済計画」）の効果

から、個人消費が大きく増加しており、今年

１～３月期、４～６月期と２四半期連続して

実質GDP成長率は前期比年率６％台の高め

の成長となった。同対策に含まれる一人当た

り1,400ドルの現金給付の効果は年後半も持

続するとみられ、米国経済は年内高成長が続

くと予想される。 

一方で中国経済の先行きにはやや不透明

感が増している。今年４～６月期の実質GDP

成長率は前期比＋1.3％と前期の同＋0.4％か

らは伸びを高めた。ただ、月次の企業景況感

（図表14）地域別実質輸出の推移（季調値） 

 

 

 

 

 

（注）日本銀行のデータより作成 

（図表16）世界の企業景況感の推移（製造業P M I、

季調値） 

 

 

 

 

 

 

（注）リフィニティブのデータより作成 

（図表15）財別実質輸出の推移（季調値） 

 

 

 

 

 

 

 

（注）日本銀行のデータより作成 
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指数をみると、夏場以降の鈍化が目立ってい

る。直近の新型コロナウイルス感染再拡大の

影響が出ている可能性もあり、今後の推移の

注視が必要だろう。 

この間、東南アジア諸国では、ワクチン接

種の遅れなどを背景に新規感染が再拡大して

おり、工場の操業停止の動きなどが広がって

いる。日本企業にとっても部品調達などの面

で悪影響が出ており、世界的な半導体不足の

影響とも合わせて供給面からの下押し圧力に

は注意が必要だろう。 

もっとも、世界経済全体としてはワクチン

接種が進捗していくことなどを背景に緩やか

ながら持ち直し局面が続くとみており、これ

を受けて日本の輸出も増加傾向を辿るものと

予想している。 

 

７．インフレ率は緩やかながら上向き

推移 

全国コアCPI（生鮮食品を除く総合）前年

比上昇率は直近７月統計で－0.2％となって

いる。もともと2015年基準統計では今年の５

月以降前年比プラスとなっていたが、８月に

実施された基準改定の結果、今年度に入って

からの前年比上昇率は大きく下方改定され

た。これについては、携帯電話料金のウエイ

ト増加や算出方法の変更などによる影響が大

きかった。一方でエネルギー価格の上昇など

から新基準でみた前年比上昇率も４月の－

0.9％からは持ち直してきている（図表18）。 

なお、このところ、消費税率引き上げ、幼

児教育無償化、Go To トラベルの実施及び

停止、携帯電話料金における格安プラン導入、

原油価格の下降・上昇、といった制度的・一

時的要因によりインフレ率の基調がわかりに

くくなっている。そこで上述の影響を除いた

指数を計算してその動きをみてみると、足元  

（図表17）世界輸入、鉱工業生産の推移（季調値）

 

 

 

 

 

（注）オランダ経済分析局のデータより作成 

（図表19）C P I 前年比の推移 

 

 

 

 

 

（注）総務省のデータより作成 
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（図表18）新旧C P I（生鮮食品を除く総合）の推移

（前年比） 

 

 

 

 

 

（注）総務省のデータより作成 
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では前年比プラスになっていることがわかる

（図表19）。 

今後については、今年４月の大手キャリア

による格安料金プラン導入の影響が年度内は

押し下げ要因として作用する一方で、原油価

格上昇の影響が引き続き出てくること、昨年

のGo To トラベルによる宿泊料低下の反動

が出てくること、需給ギャップ悪化の影響が

減衰していくことなどがインフレ率の押し上

げ要因となることから、年度後半にかけてイ

ンフレ率は緩やかながら上向き推移が予想さ

れる。 

（９月22日 記） 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Gray Gamma 2.2)
  /CalRGBProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /CalCMYKProfile (Japan Color 2001 Coated)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.7
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /UseDeviceIndependentColor
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck true
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly true
  /PDFXNoTrimBoxError false
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (Adobe RGB \0501998\051)
  /PDFXOutputConditionIdentifier (JC200103)
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <>
    /CHT <>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV <>
    /HUN <>
    /ITA (Utilizzare queste impostazioni per creare documenti Adobe PDF che devono essere conformi o verificati in base a PDF/X-1a:2001, uno standard ISO per lo scambio di contenuto grafico. Per ulteriori informazioni sulla creazione di documenti PDF compatibili con PDF/X-1a, consultare la Guida dell'utente di Acrobat. I documenti PDF creati possono essere aperti con Acrobat e Adobe Reader 4.0 e versioni successive.)
    /KOR <>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die moeten worden gecontroleerd of moeten voldoen aan PDF/X-1a:2001, een ISO-standaard voor het uitwisselen van grafische gegevens. Raadpleeg de gebruikershandleiding van Acrobat voor meer informatie over het maken van PDF-documenten die compatibel zijn met PDF/X-1a. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 4.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents that are to be checked or must conform to PDF/X-1a:2001, an ISO standard for graphic content exchange.  For more information on creating PDF/X-1a compliant PDF documents, please refer to the Acrobat User Guide.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 4.0 and later.)
    /JPN <FEFF77f35c715370523730000037002000430054005075280020005600650072002e00200031002e0030003030005143306f0020004100630072006f00620061007400390020005000440046002f0058002d00310061000d30c030a630f330b530f330d730eb309230aa30d5000d00500044004630d530a130a430eb5185306b8a2d5b9a30924fdd5b583059308b000d57cb30818fbc307f79816b62306e30d530a930f330c8306f306a3057ff0830a430f330b930c830fc30eb3057306a3044ff1a004400467cfb004400480050003430d530a930f330c83001004600477cfb0032003530d530a930f330c8ff09>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /HighResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [595.000 842.000]
>> setpagedevice


